


株主の皆さまへ

平成18年12月

代表取締役社長・CEO

わたしたちは、先進・独自の技術をもって、

最高品質の商品やサービスを提供する事により、

社会の文化・科学・技術・産業の発展、健康増進、環境保持に貢献し、

人々のクォリティ オブ ライフのさらなる向上に寄与します。

　株主の皆さまにおかれましては、ますますご清栄のこととお喜び
申し上げます。
　当社の平成18年度中間期（平成18年4月1日～9月30日）連結
売上高は、成長著しいインフォメーション分野の大幅な販売増や、
海外向けの販売が好調なデジタル複合機を中心とするドキュメント
分野の伸びが寄与して、前年同期比+3 . 7%（+485億円）
の1兆3,520億円となりました。特に、旺盛な需要の続くフラットパネル
ディスプレイ材料は前年同期比+34%、M&Aなどにより事業領域
を拡大している情報・産業機材では前年同期比+41%と大幅に
売上を伸ばしました。また、医療画像分野では、医用画像情報ネット
ワークシステム｢SYNAPSE｣やデジタルX線画像診断システム
「FCR」、電子内視鏡などが売上を順調に伸ばし、印刷システムの
刷版材料の販売も堅調に推移したことから、インフォメーション分野
で前年同期比+16.9%（＋700億円）の大幅増収を達成いたしました。
これらの事業は、近年の積極的な設備投資・研究開発投資・M&A
投資の効果により、強力な成長エンジンに育ちつつあり、当社の
事業領域・事業規模の拡大に着実に貢献しております。
　一方、利益につきましては、昨年度に引き続きイメージング分野を
中心とする大規模な構造改革を進め、これに伴う巨額の費用
420億円を計上した影響から、税引前利益は566億円（前年同期比
－10.9%）、当期純利益は238億円（同比－28.1%）となりましたが、
構造改革費用の影響を除くと、営業利益は927億円と前年
同期比+36.7%の大幅な増益を達成しております。イメージング分野
を今後も安定的に収益を出していける事業構造に再構築していく
ための構造改革もほぼ総仕上げの段階に入っており、計画どおり
年度内に完了できる見通しです。一方、成長戦略をさらに強力に
推進していくことを狙い、本年4月には、転換社債型新株予約権付

社債を発行し、2,000億円の資金を調達しました。フラットパネル
ディスプレイ材料事業をはじめ成長著しいインフォメーション分野や
ドキュメント分野を中心に、引き続き、ダイナミックな設備投資・次世代
を担う新規事業の創出に向けた高水準の研究開発投資、M&A
投資を進め、今後の収益の柱となる事業の育成を加速していきます。
　平成18年10月1日より、当社は持株会社「富士フイルムホール
ディングス株式会社」を中心に、その傘下に二大事業会社「富士
フイルム株式会社」及び「富士ゼロックス株式会社」を束ねる新たな
グループ経営体制に移行いたしました。「富士フイルムホール
ディングス」を中心にグループの戦略的マネジメントとグループ経営
のガバナンス体制を強化し、全体最適の徹底追求、コラボレーション
領域の拡大による連結経営のさらなる強化を進めます。また、
グループが一丸となって、販売費及び一般管理費、研究開発費、
製造費用などあらゆる経費について徹底した効率化・重点化を進め、
より筋肉質で強靭な企業グループを目指していきます。
　株主の皆さまにおかれましては、今後ともなお一層のご支援、
ご鞭撻を賜わりますようお願い申し上げます。
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財務ハイライト

売上構成比  (平成18年度中間期)

13,520

売上高  (億円)

 25,273
 12,529

平成16年度 18年度

370
331 238

当期純利益  (億円)

平成16年度 17年度 17年度18年度

1株当たり当期純利益  (円)

業績サマリー 平成18年度中間期（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

売上高

営業利益

税引前利益

中間純利益

1株当たり中間純利益（円）

1株当たり中間配当金（円）

研究開発費

設備投資額

減価償却費

資産合計（期末）

資本合計（期末）

1,352,036
50,779

56,630
23,802
46.65
12.50
90,592
67,107
109,941

3,215,801
1,983,002

1,303,580

60,014

63,556

33,114

65.02

12.50

92,324

90,346

104,584

3,006,281

1,901,229

平成18年度中間期 平成17年度中間期

単位：百万円 （1株当たり中間純利益、中間配当金を除く）

26,674

17年度

 13,035

中間期 通期 中間期 通期 中間期 通期

845
527

72.65
65.02 46.65

平成16年度 18年度

164.78
102.71

35.9%

インフォメーション
ソリューション

22.7%

イメージング
ソリューション

41.4%

ドキュメント
ソリューション

（構造改革費用影響を除いた営業利益） （92,761） （67,849）
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イメージング ソリューション
イメージング ソリューション部門は、カラーフィルム、デジタルカメラ、フォトフィニッシング
機器、現像プリント用のカラーペーパー・薬品・サービス等から構成されています。

　カラーフィルムの需要減少が進む中、市場規模に適合した事業体制を構築し、安定的に収益を
確保していくことがイメージング ソリューション分野の最大の課題です。平成17年度・18年度に
おいては、当社にとって過去に例のないワールドワイドでの構造改革を進めておりますが、当初の
計画を上回るスピードで順調に進捗しており、現在、生産設備などの資産のスリム化や人員の
適正化は総仕上げの段階を迎え、計画どおりに平成18年度内に完了できる見通しです。
　デジタルカメラは、当社の「高感度・高画質」路線が市場に浸透し、超高感度ISO3200の
「FinePix F30」とスリムなボディで高感度ISO1600を実現した「FinePix Z3」の販売が、
国内を中心に順調に推移しました。
　また、カラーペーパーについては、「お店プリント」関連の施策を展開し、デジカメプリントが
増加したことに加え、これまでに導入してきたデジタルミニラボによるインフラ拡充効果
などにより、当社のワールドワイドの市場シェアは上昇しています。

　平成18年9月26日～10月1日、ドイツ・ケルンで開催された「Photokina 2006」において、当社は
「Fujifilm. Expand the World of Imaging」のスローガンを掲げて出展。「撮る」「プリントする」「見る」
といった従来の写真の役割に加え、「楽しみ」「利便性」「共感」といった新たな付加価値を加えることにより、
写真の世界をより一層広げるさまざまなソリューションの提案を行いました。また、ブースに新コーポレート
ロゴ、新コーポレートカラーを使用し、「新生 富士フイルム」を訴求しました。

連結売上高
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構造改革が計画を上回るスピードで順調に進捗

世界最大の写真・映像展示会「Photokina 2006」

Imaging Solutions

カラー
フィルム等
約18%

電子映像
約27%カラー

ペーパー・
薬品等
約21%

フォト
フィニッシング
機器
約8%

ラボ・FDi
約20%

※構造改革費用として、
　平成17年度中間期は76億円、
　平成18年度中間期は298億円
　を計上しています。

当社独自の超高画質デジタル画像処理ソフトウエア「Image 
IntelligenceTM」技術を採用した専用LSIによる世界最速※

顔検出機能「顔キレイナビ」を搭載し、有効画素数630万画素
のフル画素で超高感度ISO3200を実現した「FinePix 
F31fd」。「顔キレイナビ」により、最短約0.05秒で最大10人
の顔を一度に検出し、人物の顔にピントを合わせ、さらに顔を
適切な明るさに自動調整することができるので、オートで簡単
かつキレイに人物撮影することができます。

※平成18年10月17日現在、当社調べ

デジタルカメラ「FinePix F31fd」

●顔検出機能「顔キレイナビ」

3,071

3,901

3,483

Close up
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Information Solutions

液晶ディスプレイに使用される偏光板保護フィルム「フジタック」の
生産能力拡大に向け、最新鋭の工場となる富士フイルム九州
（熊本県菊陽町）第1工場が、10月末に稼働しました。現在、第2・
第3工場の建設も進めており、第3工場が完全稼働する平成20年
8月には、現在の生産能力を倍増させる計画です。

富士フイルム九州の生産ラインが10月よりスタート

インフォメーション ソリューション
インフォメーション ソリューション部門は、医療画像用・印刷用の各種システム機材、
フラットパネルディスプレイ材料、記録メディア、情報・産業機材等から構成されています。

　液晶ディスプレイの市場拡大により、旺盛な需要が続くフラットパネルディスプレイ材料
事業が対前年同期比34％の大幅な増収を達成したのをはじめ、情報・産業機材事業
などで大きく売上を伸ばし、売上高は対前年同期比16.9％増の4,852億円を達成
しました。営業利益については、大幅な増益を達成しましたが、構造改革に伴う関連
費用122億円を計上したため、ほぼ横ばいの351億円となりました。
　医療画像事業では、デジタルX線画像診断システム「FCR」などの機器ならびに材料製品の
販売が堅調に推移しました。7月には、「FCRマンモグラフィ（乳房X線撮影）システム」が、
FDA（米国食品医薬品局）より、CR方式として世界で初めてPMA（市販前承認申請に
対する認可）を取得し、これにより、米国市場でも販売をスタートさせています。医用画像
情報ネットワークシステム「SYNAPSE」の導入も順調に進み、電子内視鏡製品では
「経鼻内視鏡」をはじめとする特徴ある製品が国内外で評価され、売上を拡大しています。
　印刷システム事業では、需要に応じた積極的な生産能力の増強により、CTP関連製品
の販売が大幅に増加しました。
　記録メディア事業では、ミッドレンジ系データストレージ分野で「LTO Ultrium3」の
販売を伸ばし、さらにハイエンドのエンタープライズ分野でも、IBM社「3592」用データ
カートリッジの売上を拡大しました。
　情報・産業機材事業では、小型・軽量・高画質でオートフォーカス化・ズーム化に対応した
携帯電話用レンズユニットの増販や、インクジェットプリンター向けインク材料ビジネス
などの新規事業が大きく売上に寄与しました。

すべての分野で増収を達成。大きく成長する事業セグメント
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医療画像
約24%

印刷システム
約29%

フラットパネル
ディスプレイ材料
約17%

記録メディア
約11%

情報・産業機材
約18%

※構造改革費用として、
　平成17年度中間期は3億円、
　平成18年度中間期は122億円
　を計上しています。

　本年10月、第一三共（株）の子会社である第一製薬（株）
より、放射性医薬品のリーディングメーカーである
（株）第一ラジオアイソトープ研究所（DRL）を買収
しました。DRLは日本における放射性医薬品の
パイオニアとして、幅広い検査・診断・治療に使用される
多様な製品の研究・開発・製造・販売に取り組み、核医学
診療の発展に貢献しています。
　当社はメディカル事業領域を、これまでのX線画像診断
システムを中心とした形態
画像領域から、隣接分野で
ある核医学画像（機能画像）
診断薬、放射性治療薬へと
拡大し、今後のメディカル
事業の成長につなげて
いきます。

Close up

第一ラジオアイソトープ研究所を買収

※LTO Ultriumは、IBM社、Hewlett-Packard社、Quantum社の米国及びその他の国における登録商標です。

メディカル事業のさらなる進化を目指して

千葉事業所にある、ラジオアイソ
トープ（放射性同位体）を製造する商業
用としては最新鋭のサイクロトロン
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ヘルスケア分野に参入
　富士フイルムグループが何十年もの歴史を持ち、事業領域を拡大し続けてきたメディカル／ライフ
サイエンス事業。その間に培った幅広く、かつ先進性・独自性の高い技術・知見をさらに応用・発展させ、
企業理念である「人々のクォリティ オブ ライフのさらなる向上」を実現していくために、21世紀最大の
産業ともいえる「人々の安心・安全・健康を支える事業」＝ヘルスケア事業に参入いたしました。
　これまでの医療画像診断や血液の臨床検査用システムなど「命を写す」領域を中心とした事業展開に
加え、今後はヘルスケアという「命を癒す」ための領域にも独自の先進技術を積極的に活用し、拡大
していきます。

多彩な独自技術を応用・発展させて

「真」浸透で、外から内に真っすぐ浸透

機能性スキンケア化粧品

「真っすぐ、届く」「好ましい状態で吸収されていく」「必要なものを必要なカタチで」を外と内から
アプローチする。それが富士フイルムの考えるトータルヘルスケアです。

インフィルトレート ローションは、15種類のアミノ酸を
適正配合した浸透性保湿化粧水。肌が健やかに保たれる
アミノ酸の適正量をあみ出しています。

ビタミンEの約1000倍の力を持つアスタキサンチン入り
ドリンクでは、吸収されにくいアスタキサンチンの分子を
小さくし、有用成分を壊さずにカラダにしっかり届けて吸収
されます。

「好」吸収で、体が求めている成分を
好ましい状態で吸収

機能性食品

富士フイルムの
ヘルスケア商品を
支える技術

「FTD技術コンセプト」の活用
例えば・・・

　天然由来成分などの健康に役立つ素材が、本来
持っている機能を発揮させるためには、「FTD＝機能的
に配合した成分もしくは素材を（Formulation）、
新鮮なまま安定した状態で狙った場所に（Targeting）、
タイミングよく届け、効果を持続させる（Delivery）」
ことが有効です。特定のケミカルを目的の場所で
適切に反応させることは、富士フイルムがこれまでに
培ってきた最も得意とする技術の一つです。「FTD
技術コンセプト」をコアバリューとして、吸収・浸透・
安定性に優れた高品質なヘルスケア商品を生み
出していきます。

活性酸素の制御
　老化・生活習慣病・ガンなどの原因物質として、
活性酸素が挙げられます。写真フィルムやプリント
の技術開発においては、活性酸素の制御が非常に
重要であり、当社は、ビタミンCを還元剤とした活性
酸素の制御を実現しています。この技術をヘルス
ケア分野で活用していきます。

コラーゲンの研究
　写真フィルムの主原料は、人間の体の構造体で
あるコラーゲンと同じ成分です。当社の最近の研究
成果では、ヒトと全く同じコラーゲンペプチドを
遺伝子工学で創ることに成功しています。これを
スキンケアや医薬品分野での応用研究に活用
していきます。

富士フイルムのヘルスケア商品のお問い合わせ・ご注文は・・・・・・

（株）富士フイルム ヘルスケア ラボラトリー

http://www.ffhc. jp
インターネットホームページ

月～金 9:00～19:00 （年末年始を除く）
＊携帯電話、PHSからもご利用いただけます。

「健康チェック」をお試しください
当社は、「高度先進医療」とともに「高度先進予防」
というコンセプトが重要であると考え、ホーム
ページで「健康チェック」を展開しています。
将来的には「健康モニタリング」を実現し、高度
先進予防の幅広いソリューションを提供して
いきます。

TEL

0120-896-225

インターネットと電話による通信販売を行っています

Information Solutions Topics
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ドキュメント ソリューション
ドキュメント ソリューション部門は、オフィス用複合機・複写機、プリンター、プロダクションサービス関連商品、
用紙、消耗品、オフィスサービス等から構成されています。

富士フイルムと富士ゼロックスが共同開発した
ゼログラフィー方式による高速・高画質「デジカメ
プリント出力システム」が平成18年6月に
「平成17年度日本画像学会　技術賞」を受賞
しました。
富士フイルムのデジタルミニラボで培った高度な
画像処理技術、高画質フォトペーパーと、富士
ゼロックスのカラー複写機／複合機技術の
シナジーにより、世界で初めてゼログラフィー
方式による写真プリントの実用化に成功しました。
コンビニエンスストアを中心にサービスを広げ
ています。

連結売上高
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※平成16年度中間期は厚生年金代行返上含む

18年度
中間期
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プロダクト
約56%オフィス

プリンター
 約17%

プロダクション
サービス
約10%

オフィス
サービス
約5%

　全国500カ所の富士ゼロックスのサービス拠点にサービス
部品を供給する輸送用の包装箱を新たに開発しました。
100回以上繰り返し利用できるリターナブル包装箱
を利用することにより、従来に比べ梱包材投入量を70％
以上削減し、大幅に物流領域の環境負荷軽減を実現
します。

補修用部品の輸送にリターナブル包装箱を開発　梱包材購入コスト削減＋環境負荷低減を実現Close up

Document Solutions

「デジカメプリント出力システム」が
「日本画像学会 技術賞」受賞

富士フイルムと富士ゼロックスのシナジー

コンパクトに折り畳め、元の箱に9枚収納し、計10枚セットで回収可能。RFIDを
活用したトレーサビリティシステムも導入しています。

　欧米・アジア・中国向けの輸出を中心に、カラーデジタル複合機の販売が好調に推移したことから、売上高は
前年同期比3.6％増の5,597億円となりました。営業利益については、成長市場であるアジア・中国市場に
おける販売力の増強などに伴い、販売費及び一般管理費が増加したものの、オフィスプロダクト事業の販売増、
生産性改善施策の効果などにより、対前年同期比15.1％増の341億円を達成しています。
　オフィスプロダクト事業では、国内の電子文書法や個人情報保護法の施行に伴う文書セキュリティ強化や統合
管理ニーズに対応する複合機「ApeosPort-Ⅱ」シリーズを中心にラインアップを強化しています。
　オフィスサービス事業においては、国内のドキュメントアウトソーシングビジネスが引き続き好調に推移したほか、
企業における内部統制システムビジネスに対応する新たな専門の営業組織を新設するなど、さらなる拡大を
進めています。
　プロダクションサービス事業では、今後市場拡大が見込まれるデジタル印刷市場向けに、高速・高精細の
モノクロ・オンデマンド・パブリッシング・システムの新製品を中心にラインアップを強化しています。また、
富士ゼロックスの持つデジタル印刷の知見と、富士フイルムの持つカラーマネジメント技術と印刷市場の
知見を融合させ、プリントオンデマンド市場におけるNo.1ポジションをさらに強固なものとしていきます。

欧米・アジアを中心にカラー複合機やオフィスプリンターの供給が拡大
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　富士フイルムグループは、10月1日より、持株会社「富士フイルム
ホールディングス株式会社」を中心に、「富士フイルム株式会社」及び「富士
ゼロックス株式会社」の二大事業会社を傘下に束ねた新たなグループ体制
での経営をスタートしました。これにより、中期経営計画「VISION75
（2006）」の基本戦略のひとつ、「連結経営の強化」をさらに進め、富士
フイルムグループのさらなる躍進を目指します。

10月1日より、持株会社体制に移行

グループの戦略的マネジメントとガバナンスを強化し、
富士フイルムと富士ゼロックスのシナジー効果を最大化

　R&D・生産・販売・アフターサービスなどの各バリューチェーンにおいて、富士フイルム
と富士ゼロックスの「強み」を合わせ、融合させることで、材料／デバイスからシステム
やネットワークに至るさまざまな付加価値の高いソリューションを構築していきます。
また、富士フイルム先進研究所での共同研究開発や、印刷事業の中でも大きな発展が
予想されるプリントオンデマンド事業におけるコラボレーションなどをさらに
加速させていきます。

コラボレーション領域の拡大

富士写真フイルム株式会社は、持株会社「富士フイルムホールディングス株式会社」に商号
変更し、富士写真フイルム株式会社の事業は、事業会社「富士フイルム株式会社」が継承
しました。そして、持株会社が2つの事業会社を束ねる形で、グループ全体の戦略的マネジメント
機能を担います。

■富士フイルムと富士ゼロックスのコラボレーション領域（例）

■富士フイルムグループの新たな体制

アフター
サービス

販 売

生 産

Ｒ＆Ｄ

100％ 75％

％：出資比率

富士フイルム
イメージング

鈴鹿
富士ゼロックス

富士フイルム
メディカル

富士フイルム
グラフィック
システムズ

フジノン

事業会社

富士ゼロックス
オフィスサプライ

富士ゼロックス
イメージング
マテリアルズ

富士ゼロックス
東京 ・・・・・・・・・・

子会社 子会社

事
業
継
承

商
号
変
更

富士写真
フイルム
株式会社

●経営戦略機能
●技術戦略機能
●コーポレート
　サポート機能

1

材料技術
画像処理技術 ハード・デバイス技術

機器生産/組立技術材料生産技術

官公庁・法人顧客との
太いパイプ

顧客満足度の高い
質の高いアフターサービス体制

ブランド力
写真・医療・印刷分野他

コンシューマービジネスの
サービスノウハウ

持株会社

平成18年9月19日、新経営体制の記者発表を行う富士フイルムホールディングス（株） 代表取締役社長・
CEO 古森 重　（中央）と、同代表取締役・専務執行役員 　橋 俊雄（右）、同取締役 兼 富士
ゼロックス（株） 代表取締役社長 有馬 利男（左）
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　グループ全体最適の観点から、研究開発部門から製造部門、営業部門、間接部門を
含むすべての組織を対象に、販売費及び一般管理費・研究開発費・製造費などのスリム化・
重点化を進めます。具体的には、売上高に対する販売費及び一般管理費を、
平成17年度の27.5％から、中期経営計画「VISION75（2006）」の最終年度となる
平成21年度には20％台前半のレベルにまで改善させることなどを目標に掲げ、進めて
いきます。また、経理・人事・総務・購買・ITをはじめとする共通機能の強化とローコスト
オペレーションを今後実現していきます。特に、IT・物流・購買の分野では、スケール
メリットを生かした効率化を推進します。

　富士フイルムグループは、イメージング分野における構造
改革を進める一方で、「高機能材料」「メディカル／ライフ
サイエンス」「グラフィックアーツ」「ドキュメント」「光学デバイス」
を成長分野と定め、新たな成長に向けた成長戦略を推進して
います。改革効果の見込める平成19年度以降は、イメージング
事業の収益構造が大きく改善され、成長著しいインフォメーション 
ソリューションやドキュメント ソリューションの拡大をダイレクト
に業績の向上に反映させていける体制が整います。
　平成19年度にはV字回復を実現し、過去最高となる営業
利益2,000億円の達成、そして中期経営計画の最終年度となる
平成21年度には、売上高3兆1,500億円、営業利益2,500億円
を上回る実績を目指していきます。

　グループの基幹人材を中心に、グループ内で人事情報の
共有化を進め、その育成・配置について、グループとしての
最適化を実現するための体制・仕組みを構築していきます。また、
企業間の枠を越えた最適人材配置を実現し、富士フイルム
グループが持つマンパワーを最大限に発揮していきます。

　現在建設中の東京・六本木「東京ミッドタウン」のウエスト棟に、富士フイルムホールディングス、富士
フイルムと富士ゼロックスの本社機能を集結。コミュニケーション・コラボレーションをさらに強化し、経営戦略
立案や事業推進におけるより高度なシナジーを実現していきます。また、ビルの1～2階には、「情報発信フロア」
として、ギャラリーやショールーム、フォトサロンの設置も予定しています。

■中期経営計画「VISION75（2006）」の経営目標

人材の育成と活用3筋肉質な企業体質の実現2

平成21年度には、
売上高3兆1,500億円、営業利益2,500億円以上を目指す
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（負債の部）
流動負債
固定負債
少数株主持分

706,875
404,457
121,467

732,178
261,792
111,082

連 結 単 独

■貸借対照表

（資産の部）
流動資産
投資及び長期債権
有形固定資産及び
その他の資産
資産合計

1,521,710
479,464

1,214,627

3,215,801

1,369,080
431,000

1,206,201

3,006,281

単位：百万円

注）平成18年度中間期と平成17年度中間期の連結損益計算書の利益には、
　 それぞれ、41,982百万円と7,835百万円の構造改革費用の影響が含まれています。

注）会計基準の変更に伴い、平成18年度中間期より、従来の「資本の部」を「純資産の部」
　 として表示しております。

富士写真フイルム（株）単独決算としての最終の財務諸表の報告となります。

（資本の部）
資本金
資本剰余金
利益剰余金
その他
資本合計
負債及び資本合計

40,363
68,412

1,836,036
38,191

1,983,002
3,215,801

40,363
68,135

1,821,132
△28,401
1,901,229
3,006,281

（負債の部）
流動負債
固定負債
負債合計

172,431
242,542
414,974

186,610
41,865
228,476

■貸借対照表

（資産の部）
流動資産
固定資産
資産合計

553,634
1,480,188
2,033,822

501,979
1,293,525
1,795,505

単位：百万円（単位未満切り捨て）

（資本の部）

（純資産の部）

資本金
資本剰余金
利益剰余金
株式等評価差額金
自己株式
資本合計

-
-
-
-
-
-

40,363
59,036

1,454,295
33,584
△20,251
1,567,029

株主資本
　　資本金
　　資本剰余金
　　利益剰余金
　　自己株式
　　株主資本合計
評価・換算差額等
純資産合計
負債及び資本（純資産）合計

40,363
63,636

1,491,872
△17,381
1,578,490 
40,357

1,618,847
2,033,822

-
-
-
-
-
-
-

1,795,505

■損益計算書

売上高
営業利益
経常利益
税引前中間純利益
中間純利益

377,396
39,810
55,143
39,937
29,579

354,508
20,447
33,090
31,265
22,521

単位：百万円（単位未満切り捨て）

科 目 平成18年度中間期 平成17年度中間期

■損益計算書

売上高
営業利益
税引前利益
中間純利益

1,352,036
50,779
56,630
23,802

1,303,580
60,014
63,556
33,114

単位：百万円

科 目 平成18年度中間期 平成17年度中間期

科 目 平成18年度中間期 平成17年度中間期科 目 平成18年度中間期 平成17年度中間期

財務諸表



■所有者別分布（株式数と比率）

金融機関
証券会社
その他法人
個人・その他
外国法人等
計　

183,129千株
9,850千株
20,158千株
41,684千株
259,805千株
514,626千株

（35.6％）
（  1.9％）
（  3.9％）
（  8.1％）
（50.5％）
（ 100％）

（36.2%）
（  0.6％）
（  3.6％）
（  9.1%）
（50.5%）
（ 100％）

186,315千株
3,028千株
18,609千株
46,793千株
259,881千株
514,626千株

平成18年度中間期 平成17年度中間期

■株式の状況

株主数
発行済株式数

29,765名
514,626千株

30,356名
514,626千株

平成18年度中間期 平成17年度中間期

株主と株式の概況

■株価（高値・安値）及び株式売買高の推移

株価及び株式売買高は、東京証券取引所におけるものです。

会社概要

株主メモ

設 立
資 本 金

連結従業員数
本 社

昭和9年1月20日
40,363百万円（平成18年9月30日現在）

78,411名
東京都港区西麻布二丁目26番30号

事業年度末日
定時株主総会
公 告 掲 載

株主名簿管理人

同事務取扱場所

〒137-8081 
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話（通話料無料）0120-232-711

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　全国本支店

3月31日
6月下旬
当社ホームページに掲載します。
URL（アドレス）は次のとおりです。　

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

（同送付先・連絡先）

単 元 株 式 数 100株

表紙写真／飯島志津夫氏撮影（山梨県 増穂町）

同 取 次 所

単元未満株式の買取請求及び買増請求について

インターネットで当社に関する情報がご覧になれます。

http://www.fujifilmholdings.com

本誌は古紙配合率100％
再生紙を使用しています。

株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱UFJ信託銀行の
電話及びインターネットでも24時間承っております。
電話（通話料無料）0120-244-479（本店証券代行部）
　　　　　　　　 0120-684-479（大阪証券代行部）
インターネットホームページ　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

単元未満株式（1株から99株の株式）の買取請求（ご売却）及び買増
請求（ご購入）については、上記の事務取扱場所・取次所でお取扱
いたしております。ただし（株）証券保管振替機構に株券を預託されている
場合には、お取引の証券会社にお申し出ください。

本誌はアメリカ大豆協会が認定
する環境にやさしい大豆油
インキを使用しています。

〒106-8620 東京都港区西麻布ニ丁目26番30号　
電話 (03)6271-1111(大代表)

http://www.fujifilmholdings.com
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告を
することができない場合は、日本経済新聞に掲載します。

株価
株式売買高

４,０００円

４,5００円

３,５００円

千万株
6.0

4.0

2.0

0
平成18/1 2 3 411 12 5 6 7 8 9平成17/10
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